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健康経営度調査・健康経営優良法人申請書の改訂方針

回答負担の軽減を改訂方針とし、設問内容が重複している個所は設問を統合、回答すべき事項が明確になる様、回答例などの
見直しを進めた。

健康経営の
普及・定着

令和7年度 令和8年度

健康経営度調査回答数、
健康経営優良法人への申請
数ともに増加。

但し、設問数が多い・
回答負担が大きいとの声は
引き続き存在。

今年度の改訂方針（案）
更に多くの企業に健康経営に取り組んでもらうた
めに、調査票改訂においても、回答負担の軽減
に取り組む。

【大規模法人部門】
• 設問内容の重複などを確認し、設問を統合
• 評価に使用していない設問などの削除
【中小規模法人部門】
• 回答事項が明確になる様、回答例などを見直し

健康経営ガイドブックとの
整合を取るための設問改訂

回答負担軽減
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令和8年度健康経営優良法人認定に関する改訂ポイント（1）

改訂ポイント 概要 区分

認定要件にかかわる改訂

①自社従業員以外への
健康経営の普及・浸透

【設問の再構成、及び改訂】

• 「1．経営理念・方針」の小項目「自社従業員を超えた健康増進への取り組み」について、
トップランナーとして健康経営の普及に取り込んでいること（企業間での健康経営の普及・支援）に加え、
他社からの派遣社員等や家族への健康支援を評価項目に追加（Q20、Q21設問内容の改訂、ホワイト500認定要件）

• 地域・社会に対する健康経営の普及については、昨年度に引き続きアンケート（配点なし）として現状を把握（Q75）

大規模

②従業員への健康経営
の理解・促進

【設問の再構成、及び改訂】

• 「1．経営理念・方針」の評価項目「健康経営の推進方針の浸透」と「2．組織体制」の設問「従業員への健康経営の理
解・促進」の内容が重複していること受け、設問を再構成し、「2．組織体制」の評価項目として「従業員への健康経営の理
解・促進」を追加（ホワイト500認定要件）

大規模

③健康経営の方針等の
社内外への発信
【該当設問の変更】

• 「1．経営理念・方針」の評価項目「健康経営の方針等の社内外への発信」（必須要件）の該当設問を
Q18SQ4（健康経営の目的と体制の開示媒体）から、Q18SQ5（健康経営の推進について一元的に記載している媒体と
URL）へ変更

大規模

④適切な働き方実現に向けた
取り組み

【評価項目名変更】

• 適切な働き方実現に向けた取り組みの設問に含まれていた労働時間の適正化に関する設問を長時間労働者への対応へ統
合し、休暇の取得促進・柔軟な働き方の実現に関する設問をワークライフバランスの実現に向けた取り組みとして改訂

• 設問内容にあわせて、評価項目名を「ワークライフバランスの実現に向けた取り組み」へ変更

大規模
中小規模

⑤長時間労働者への対応に関する
取り組み

【評価項目名変更】

• 長時間労働者への対応に関する取り組みに関して、長時間労働の予防と事後対応を一体として取り組み内容を確認する
設問へ改訂し、「長時間労働の予防と事後対応」へ認定要件の評価項目名を変更

• 大規模法人部門では、長時間労働の予防と事後対応のいずれも取り組んでいることをもって評価項目適合
• 中小規模法人部門においては、長時間労働の予防と事後対応のいずれかを実施していることをもって評価項目適合とする
（ただし、来年度からは長時間労働の予防と事後対応の両方を実施していることを持って評価項目適合とする）

大規模
中小規模
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改訂ポイント 概要 区分

経済産業省の政策との連動を踏まえた改訂

睡眠に関する取り組み
【設問新設】

• 睡眠に関する取り組みについては、従業員の生産性低下防止のための取り組みの一部として取り組み内容を確認してい
たが、政策的に取り組みを推進されることを踏まえ、設問を新設

大規模

PHRを活用できる環境整備
【設問改訂、及び中小アンケート追加】

• 中小規模法人部門において、健康経営の一環としてPHRを活用できる環境の整備状況を確認できるようアンケート設問
を新設

• 大規模法人部門と中小規模法人部門で設問・選択肢を一致させるため、設問・選択肢を改訂

大規模
中小規模

健康投資額の確認
【アンケート新設】

• 企業の健康投資額について、政策的な観点から実態把握が求められていることを踏まえ、アンケート設問（配点なし）と
して健康投資額を確認する設問を新設

大規模

テーマ別ベストプラクティス選定
【アンケート新設】

• 健康経営の一環として企業に取り組んでほしい政策と親和性の高い項目を設定し、先進的かつ実効的な取り組み内容
を収集・選定し公表するためのアンケート設問（配点なし）を新設

大規模
中小規模

ライフデザイン経営の認知
【アンケート新設】

• 経済産業省が推進するライフデザイン経営に関する現時点での認知などを把握するためアンケート設問（配点なし）を
新設

大規模

令和8年度健康経営優良法人認定に関する改訂ポイント（2）
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①自社従業員以外への健康経営の普及・浸透（ホワイト500認定要件）

自社従業員以外への健康経営の普及・浸透については、企業間での健康経営の普及・支援に加え、他社からの派遣社員等や
家族への健康支援を評価項目に追加。 具体的な設問案は次頁以降に記載。

大規模

a.グループ会社への健康
経営推進方針の浸透

b.取引先・他社・個人事
業主への健康経営支援

自社

a.他社からの派遣社員や
常時使用しない従業員
等への健康支援

b.家族が利用できる
健康支援・制度

新Q20他社からの派遣社員等

や家族への健康支援

新Q21企業間での健康経営

の普及・支援

and

ホワイト500要件

or

（R9年度よりandとする

予定）

and

自社従業員以外への健康経営の普及・浸透（R8案）

R8年度は、新Q20他社からの派遣社員等、または家族への健康支援を実施していること、

新Q21グループ会社と取引先等への健康経営の普及・支援を実施していることを以って、

ホワイト500の認定要件を満たすこととしたい。

自社従業員以外への健康経営の普及・浸透（R7）

Q20グループ会社への健康経営推
進方針の浸透

Q21取引先・他社への健康経営の
支援

Q59常時使用しない従業員や他社
からの派遣社員への健康支援

Q60家族が利用できる制度・支援

Q76（アンケート）自法人と契約
関係にある個人事業者への支援

自社

ホワイト500要件

Q20 and Q21

R7年度は、Q20グループ会社への健康経営推進方針の浸透、Q21取引先・他社への健康経

営支援をホワイト500の要件としていた。
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参考｜自社従業員以外への健康経営の普及・浸透 設問改訂案

Q20では、他社からの派遣社員や従業員の家族に対して
実施している健康支援について確認。
Q21では、グループ会社や取引先・他社等へ健康経営の
普及・支援として実施している内容について確認。

Q20.他社からの派遣社員等や家族への健康支援

Q21.企業間での健康経営の普及・支援
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②従業員への健康経営の理解・促進（ホワイト500認定要件）

「1．経営理念・方針」の評価項目「健康経営の推進方針の浸透」と「2．組織体制」の設問「従業員への健康経営の理解・促
進」の内容が重複していること受け、設問を再構成し、「2．組織体制」の評価項目として「従業員への健康経営の理解・促進」を
追加

大規模

健康経営の理解・促進（R7）

R7年度は、自社での健康経営の浸透にあたり、Q17SQ4において、経営トップによる発信内容

の深さ・健康経営推進担当者・管理職による取り組み内容を確認し、ホワイト500の認定要件

としていた。また、Q30～Q32においても従業員への健康経営の理解・促進を別の設問として

確認していた。

Q17SQ4健康経営推進
方針の理解促進

Q30管理職に対する健康経営推進の取り組み

経営トップによる促進

推進担当者等による促進

Q31従業員組織との情報共有・協議

Q32各事業場の健康経営推進担当者に求める役割

従業員への健康経営の理解・促進（R8案）

新Q30健康経営に関する
情報の発信方法

新Q30SQ1
具体的な発信内容

新Q31健康経営に対する
理解を深めるための工夫

管理職向けの情報発信方法

従業員向けの情報発信方法

管理職への情報発信内容

従業員への情報発信内容

管理職向けの工夫

従業員向けの工夫

4評価・改善｜健康経営の継続的な実施による
企業の健康風土の醸成状況（Q72）

ホワイト500要件

従
業
員
へ
の
健
康
経
営
の
理
解
・
促
進

and

and

and

関
連
を
明
記

2．組織体制の評価項目として「従業員への健康経営の理解・促進」へ設問を再構成。

また、従業員への理解・促進だけでなく、社内での健康経営に対する理解の把握も重要である旨

を追記し、 4．評価・改善（組織全体に影響する効果検証）のQ72健康経営の継続的な実

施による企業の健康風土の醸成状況との関連を明記。

ホワイト

500要件
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参考｜従業員への健康経営の理解・促進 設問改訂案

Q30では、社内で健康経営に関する情報発信方法と、発信している内容について確認。
Q31では、従業員や管理職の理解を深めるための工夫として何を行っているかを確認する設問へ改訂。

Q30/Q30SQ1.健康経営に関する情報の発信方法・内容 Q31.健康経営に対する理解を深めるための工夫



11

③健康経営の方針等の社内外への発信（必須要件 該当設問の変更）

「1．経営理念・方針」の評価項目「健康経営の方針等の社内外への発信」（必須要件）の該当設問をQ18SQ4（健康経営
の目的と体制の開示媒体）から、Q18SQ5（健康経営の推進について一元的に記載している媒体とURL）へ変更。

大規模

評価項目「健康経営の方針等の社内外への発信」該当設問
（R7）

評価項目「健康経営の方針等の社内外への発信」該当設問
（R8案）

開示している媒体数の多寡を問う趣旨ではないため、該当設問をQ18SQ5へ変更。
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④適切な働き方の実現/⑤長時間労働者に対する取り組み（評価項目名変更）

適切な働き方の実現と長時間労働者に対する取り組みを、ワークライフバランスの実現に向けた取り組みと長時間労働の予防と
事後対応へ設問を再構成。設問の再構成に伴い、認定要件の評価項目名を変更。

大規模

中小規模

適切な働き方の実現と長時間労働者への対策（R7）

R7年度は、適切な働き方の実現に向けた取り組みとして、a労働時間の適正化、b休暇の取得

促進、c柔軟な働き方の実現を確認。別途、長時間労働者への取り組みを確認。

ワークライフバランスの実現と長時間労働の予防と事後対応（R8案）

R8年度は、適切な働き方の実現と長時間労働者に対する取り組みを「ワークライフバランスの

実現に向けた取り組み」と、「長時間労働の予防と事後対策」へ再構成。

適切な働き方の実現に向け
た取り組み

大規模：Q41、中小規模：Q16

a.労働時間の適正化

b.休暇の取得促進

c.柔軟な働き方の実現

Q57長時間労働者に対する取り組み
大規模：Q57、中小規模：Q27

SQ1在宅勤務による健康
障害を防ぐための施策

ワークライフバランスの実現
に向けた取り組み
大規模：Q40、中小規模：Q16

a.休暇の取得促進

b.柔軟な働き方の実現

長時間労働の予防と事後
対応
大規模：Q57、中小規模：Q27

a.労働時間の適正化

b.長時間労働者への
取り組み
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参考｜ワークライフバランスの実現／長時間労働の予防・事後対応 設問改訂案

大規模法人部門では、長時間労働の予防・事後対応として、a.労働時間の適正化とb.長時間労働者への取り組みの双方に
取り組むことで認定要件を満たすこととし、中小規模法人部門では、a.bいずれかに取り組むことで認定要件を満たすこととする。
【大規模法人】
Q40.ワークライフバランスの実現/Q57.長時間労働の予防・事後対応

【中小規模法人】
Q16.ワークライフバランスの実現/Q27.長時間労働の予防・事後対応
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健康経営優良法人2027認定要件（案）
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健康経営優良法人2027（大規模法人部門）認定要件・該当設問案｜1．経営理念・方針/2．組織体制

健康宣言の社内外への発信の該当設問を変更。自社従業員を超えた健康増進への取り組みは、新Q20＆新Q21から評価。
2.組織体制の小項目として、健康経営の理解・促進を新設。

大項目 中項目 小項目 評価項目
該当設問
（R8案）

認定要件

ホワイト500 大規模

１．経営
理念・方針

健康経営の戦略、
社内外への情報開示

健康宣言の社内外への発信
（アニュアルレポートや統合報告書等での発信）

Q17 & Q18(a) 
&Q18SQ5

必須

健康経営の推進方針の浸透
※2．組織体制 健康経営の理解・促進へ統合

Q17SQ4

必須
従業員パフォーマンス指標及び測定方法の開示 Q18SQ3 －

自社従業員を超えた
健康増進への取り組み

他社からの派遣社員等や家族への健康支援 Q20(a)or(b) 必須 －

①トップランナーとして健康経営の普及に取り組んでいること Q21(a)&(b) 必須
左記①～⑰のう
ち14項目以上

２．組織体制

経営層の体制

健康づくり責任者が役員以上 Q22 必須

健康経営推進に関する経営レベルの会議での議題・決定 Q23 必須 ー

実施体制 産業医・保健師の関与 Q26

必須
健保組合等保険者との連携 健保組合等保険者との協議・連携 Q28 & Q29

健康経営の理解・促進 従業員への健康経営の理解・促進
Q30(a)＆(b)&
Q31(a)＆(b)

必須 －
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健康経営優良法人2027（大規模法人部門）認定要件・該当設問案｜3．制度・施策実行/4．評価・改善

設問内容の再構成に併せ、赤字箇所の評価項目名を変更。

大項目 中項目 小項目 評価項目 該当設問（R8案）
認定要件

ホワイト500 大規模

３
．
制
度
・
施
策
実
行

従業員の健康
課題の把握と

必要な対策の検討

健康課題に基づいた具体的な目標
の設定

健康経営の具体的な推進計画 Q32 必須

健診・検診等の活用・推進

②定期健診受診率（受診率100％） Q33(a)

左記②～⑰の
うち14項目
以上

左記①～⑰の
うち14項目
以上

③受診勧奨の取り組み Q34 or Q35

④50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施 Q36(a)

健康経営の実践に
向けた土台づくり

ヘルスリテラシーの向上 ⑤管理職または従業員に対する教育機会の設定
※「従業員の健康保持・増進に関する教育」については参加率（実施率）を測っていること

Q37(a) or Q37(b) or 
(Q38 & Q38SQ2(b))

ワークライフバランスの推進 ⑥ワークライフバランスの実現及び育児・介護の両立支援の取り組み Q40 & Q41 & Q43

職場の活性化 ⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み Q45

仕事と治療の両立支援 ⑧がん等の私病等に関する復職・両立支援の取り組み(⑮以外) Q46

性差・年齢に配慮した職場づくり
⑨女性の健康保持・増進に向けた取り組み Q47 & Q48

⑩高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取り組み Q49

従業員の心と身体
の

健康づくりに関する
具体的対策

保健指導
⑪保健指導の実施及び特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み
※「生活習慣病予備群者への特定保健指導以外の保健指導」については参加率（実施率）を測っている
こと

Q50 & Q51 & Q52 & 
Q52SQ1

具体的な健康保持・増進施策

⑫食生活の改善に向けた取り組み Q53

⑬運動機会の増進に向けた取り組み Q54

⑭長時間労働の予防と事後対応 Q57 (a)＆(b)

⑮心の健康保持・増進に関する取り組み Q58

感染症予防対策 ⑯感染症予防に関する取組 Q59

喫煙対策
⑰喫煙率低下に向けた取り組み Q60

受動喫煙対策に関する取り組み Q61 必須

４．評価・改善 健康経営の推進に関する効果検証 健康経営の実施についての効果検証 Q69 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）※誓約事項参照
定期健診を実施していること、50人以上の事業場においてストレスチェック を実施していること、
労働基準法または労働安全衛生法に係る違反により 送検されていないこと、等

－ 必須
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健康経営優良法人2027（中小規模法人部門）認定要件  ※赤字箇所修正

大項目 中項目 小項目 評価項目 該当設問
認定要件

小規模法人特例 中小規模法人部門

１．経営理念・方針 健康宣言の社内外への発信及び経営者自身の健診受診 Q6&Q7 必須

２．組織体制
健康づくり担当者の設置 Q8 必須

(求めに応じて)40歳以上の従業員の健診データの提供 Q9 必須

３
．
制
度
・
施
策
実
行

（1）従業員の
健康課題の把握と必
要な対策の検討

健康課題に基づいた
具体的な目標の設定

健康経営の具体的な推進計画 Q10
健康経営の具
体的な推進計

画～
左記③のうち
2項目以上

必須

健康課題の把握

①定期健診受診率(実質100％) Q11
左記①～③の

うち
2項目以上 ブ

ラ
イ
ト
５
０
０
・
ネ
ク
ス
ト
ブ
ラ
イ
ト
1

０
０
０
は

左
記
①~

⑰
の
う
ち
16

項
目
以
上

②受診勧奨の取り組み Q12①orQ12②

③50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施 Q13

（2）健康経営の実
践に向けた
土台づくり

ヘルスリテラシーの向上 ④管理職または従業員に対する教育機会の設定 Q14orQ15

左記④～⑩
のうち

2項目以上

左記④～⑩
のうち

2項目以上

ワークライフバランスの推進
⑤ワークライフバランスの実現に向けた取り組み Q16

⑥仕事と育児または介護の両立支援の取り組み Q17or18

職場の活性化 ⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み Q19

仕事と治療の両立支援 ⑧がん等の私病に関する復職・両立支援の取り組み(⑮以外) Q20

性差・年齢に配慮した職場づ
くり

⑨女性の健康保持・増進に向けた取り組み Q21

⑩高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取り組み Q22

（3）従業員の心と身
体の健康づくりに関する

具体的対策

具体的な健康保持・増進施
策

⑪保健指導の実施または特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み Q23orQ24

左記⑪~⑰
のうち

2項目以上

左記⑪~⑰
のうち

４項目以上

⑫食生活の改善に向けた取り組み Q25

⑬運動機会の増進に向けた取り組み Q26

⑭長時間労働の予防と事後対応 Q27①orQ27②

⑮心の健康保持・増進に関する取り組み Q28

感染症予防対策 ⑯感染症予防に関する取り組み Q29

喫煙対策
⑰喫煙率低下に向けた取り組み Q30

受動喫煙対策に関する取り組み Q31 必須

４．評価・改善 健康経営の取り組みに対する評価・改善 Q32 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）
※誓約書参照

定期健診を実施していること、50人以上の事業場においてストレスチェックを実施していること、労働基準法または
労働安全衛生法に係る違反により送検されていないこと、等 制約事項 必須
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経済産業省の政策との連動を踏まえた改訂
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睡眠に関する取り組み【設問新設】

睡眠に関する取り組みについては、従業員の生産性低下防止のための取り組みの一部として取り組み内容を確認していたが、
政策的に取り組みを推進されることを踏まえ、設問を新設。

大規模

睡眠関連商品及びサービスの有効性評価に関するガイドライン
第1版 2026年3月3日
一般社団法人睡眠ヘルスケア協議会｜一般社団法人Sleep Innovation Platform

Q55. 睡眠障害や睡眠の質向上に向けた取り組み 設問案

出所：睡眠関連商品及びサービスの有効性評価に関する ガイドラインより引用

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/260303_shasipsougui.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/260303_shasipsougui.pdf
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PHRを活用できる環境整備【設問改訂、及び中小アンケート追加】

中小規模法人部門において、健康経営の一環としてPHRを活用できる環境の整備状況を確認できるようアンケート設問を新設。
大規模法人部門と中小規模法人部門で設問・選択肢を一致させるため、設問・選択肢を改訂。

大規模

中小規模

【中小規模法人】Q50.PHRを活用できる環境整備 アンケート新設案【大規模法人】Q39.PHRを活用できる環境整備 改訂案
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健康投資額の確認【アンケート新設】

企業の健康投資額について、政策的な観点から実態把握が求められていることを踏まえ、
アンケート設問（配点なし）として健康投資額を確認する設問を新設。

大規模

Q76.健康経営の推進に係る投資額
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テーマ別ベストプラクティス選定【アンケート新設】

健康経営の一環として企業に取り組んでほしい政策と親和性の高い項目を設定し、
先進的かつ実効的な取り組み内容を収集・選定し公表するためのアンケート設問（配点なし）を新設。

大規模

中小規模

大規模法人Q77.／中小規模法人Q54.テーマ別ベストプラクティス選定
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ライフデザイン経営の認知【アンケート新設】

経済産業省が推進するライフデザイン経営に関する現時点での認知などを把握するため、アンケート設問（配点なし）を新設。

大規模

Q80.～Q82. ライフデザイン経営の認知
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スケジュール

「健康経営銘柄2027」及び「健康経営優良法人2027」に係るスケジュールは、例年通り。

2026年 2027年

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 …

大
規
模
法
人
部
門

中
小
規
模
法
人
部
門

審査期間

内
定

健
康
経
営
優
良
法
人

認
定
申
請

8

月
17

日
～
10

月
16

日

審査期間

内
定

健
康
経
営
優
良

法
人
の
発
表

健
康
経
営
銘
柄
・

健
康
経
営
優
良
法
人
の

発
表

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

シ
ー
ト
送
付

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

シ
ー
ト
速
報
版
送
付

健
康
経
営
度
調
査

８
月
17

日
～
10

月
９
日

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
シ
ー
ト
送
付

※

ブ
ラ
イ
ト
５
０
０
申
請
法
人
の
み

評
価
結
果
送
付

請
求
書
送
付

請
求
書
送
付

振
込
期
限

振
込
期
限
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認定フロー

大規模法人 東京証券取引所上場企業中小規模法人

「健康経営度調査票」（従業員の健康に関する取り組みについての調査）を
ダウンロードし、自社の取り組み状況を記載のうえ、アップロード。

国保組合、共済組合、その他に
加入している事業者（＊2）

健康経営優良法人への申請法人のうち
上位500位以内の上場企業を候補として抽出

経済産業省と東京証券取引所が共同で
「健康経営銘柄」を選定（＊3）日本健康会議が「健康経営優良法人」を認定

「健康経営優良法人（中小規模法人部門）認定申請書」をダウンロードし、
自社の取り組み状況を記載のうえ、アップロード。

申請内容に基づき審査

「健康経営優良法人」の認定フロー 「健康経営銘柄」の選定フロー

＊1：協会けんぽ、健康保険組合に加入している場合は、加入している保険者が実施している健康宣言事業への参加が必要です。
＊2：国保組合、共済組合、その他の保険者に加入している場合は、加入している保険者に健康宣言事業実施の有無について、お問合せください。なお、加入している

保険者が健康宣言事業を実施していない場合は、各自治体が実施する健康宣言事業への参加、あるいは、自社独自の健康宣言の実施をもって代替可能です。

【申請〆切】

2026年10月9日（金）17時
【申請〆切】

2026年10月16日（金）17時

「ACTION！健康経営」ポータルサイトより申請申込ページへ

認定委員会において審議

＊3：原則33業種毎1社を選定します。一定の基準を満た
している場合には1業種から2社以上を選定することがありま
すが、1業種あたりの選定数は5社を上限とします。なお、該
当企業がない業種については、選定なしとします。

財務指標スクリーニングや加点等を実施

全国健康保険協会（協会けんぽ）、
健康保険組合に加入している事業者（＊1）

健康宣言事業への参加 実施有
実
施
無

保険者での健康宣言事業実施有無の確認
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健康経営優良法人認定事務局の施策実施報告
及び今後の活動予定
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令和8年度 コンサルティング自己宣言制度の受付開始

健康経営コンサルティング企業の質の向上を目的とし、自らがサービス品質を担保することを自⼰宣言
する健康経営コンサルティング自⼰宣言制度2026の申請を受付中。

令和7年7月現在 42社 の健康経営コンサルティング企業が自⼰宣言済み。

健康経営コンサルティング自己宣言
ロゴマーク令和8年度

＜お知らせ＞
• 健康経営コンサルティング 自⼰宣言制度申請事業者は、年
度ロゴマークの利用申請の際に、自⼰宣言書の内容に相違が
ないこと、または自⼰宣言書を再提出する。

• 「ACTION！健康経営」で年度ロゴマークのご案内について健
康経営優良法人認定事務局より告知。

※健康経営コンサルティング自己宣言2026リストを「ACTION！健康経
営」で公開中！

健康経営コンサルティング自⼰宣言
2026は右記よりダウンロードできます
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今年度は通年にて全国5都市でセミナー＆カフェテリアを実施。
具体的には、健康経営にこれから取り組もうと思っている法人向けにセミナーを開催し、健康経営に取り組むにあたって受けられる医療保険者
や自治体の支援や、好事例発表を実施。また、既に健康経営に取り組んでいる法人向けに、カフェテリアを実施し、健康経営に取り組むにあ
たっての課題感や実践されている工夫等を1テーブル10名前後のグループに分かれて議論・共有を実施。

公式ポータルサイト：ACTION!健康経営
https://kenko-keiei.jp/

令和8年度 地方セミナー＆カフェテリア

済：新潟
※6/10、6/11

済：福島
※7/6、7/7

札幌
※10/27、10/28

開催予定

今後の開催情報は順次
ACTION！健康経営で公開予定！

【今後の開催都市】
札幌： 10/27、10/28
神戸： 11/10、11/11
高松： 12/10、12/11

神戸
※11/10、11/11

開催予定

高松
※12/10、12/11

開催予定

【セミナー】 【カフェテリア】

【開催都市】
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広報活動

2026年6月1日 日本経済新聞 朝刊掲載

9空港で健康経営優良法
人認定制度に訴求した広
告を掲出中。

・羽田空港
・高松空港
・鹿児島空港
・松山空港
・新千歳空港
・仙台空港
・中部国際空港
・那覇空港
・福岡空港

【羽田空港】

健康経営を推進いただいている専
門職の方にフォーカスをした、レポー
ト記事を「ACTION！健康経営」
に掲載。
様々な専門職の方にインタビューを
行い、それぞれの立場から見た健康
経営の価値について言及。

健康経営優良法人認定制度や認定ロゴの認知度向上、各法人の健康経営の取組の質の向上に資する施策を現時点まで、以下実施中。

申請開始に合わせて今年度も日本経済新聞紙面で
広告特集を掲載予定！
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今後の活動予定

今年度は、以下の施策を中心に実施し、健康経営・健康経営に取り組む意義の認知拡大に向けて様々な施策を実施していく予定。

昨年度版

今年度の健康経営度調査票及び健康経営優良法人認
定申請書の概要についてや昨年度からの変更点や改訂の
ポイントを網羅的に説明。
例年、アーカイブ動画の公開としておりましたが、今年度は
質疑応答をリアルタイムで受け付けるウェビナーとして開催
予定。

日本経済新聞社主催で今年度より開催される健康経営・
ロンジェビティEXPOで健康経営優良法人認定制度をPR。

一般社団法人スマートシティ・イン
スティテュートと協力し、自治体会
員向けに健康経営×地方創生と
いうテーマで勉強会を開催予定。
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